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わち.図表2と図表 3をみると， I拡大を重視する企業」において，これら 2つの人材タイプに対
して，非常に重要であると答えた企業の割合が.スペシャリストで 47.7% (他の 2つは 44.5%と






2 3 4 5 
TOTAL 全く重要 ほとんど どちらで やや重要 非常に重
でない 重要でな もない である 要である
1，> 
経営戦略タイプ
0) TOTAL 228 3 4 26 90 101 
100.0 1.3 1.8 11.4 39.5 44.3 
1)差企業別化戦略を取っている 65 。 2 b 28 29 
100.0 0.0 3.1 7.7 43.1 44.6 
2)経営効率を重視する企業 71 7 30 30 
100.0 1.4 1.4 9.9 42.3 42.3 
3)拡大を重視する企業 86 2 I 13 29 41 
100.0 2.3 1.2 15.1 33.7 47.7 
4)欠損値(非該当) 6 。 。 3 












2 3 4 5 
TOTAL 全く重要 ほとんど どちらで やや重要 非常に重
でない 重要でな もない である 要である
¥;、
経営戦略タイプ
0) TOTAL 228 2 12 71 96 44 
100.0 0.9 5.3 31.1 42.1 19.3 
1)企差業別化戦略を取っている 65 。 3 24 29 8 
100.0 0.0 4.6 36.9 44.6 12.3 
2)経営効率を重視する企業 71 。 3 19 33 15 
100.0 0.0 4.2 26.8 46.5 21.1 
3)拡大を重視する企業 86 2 6 27 31 20 
100.0 2.3 7.0 31.4 36.0 23.3 
4)欠損値(非該当) 6 。 。 3 



































図表5 重要視している獲得方法 (1) 上層管理職層(エクゼクティブ)もっとも重要な獲得方法
l 2 3 4 5 6 7 8 9 10 
TOTAL 新卒 中途 内部か 短期の
パ勤JどLーのJ雇fトイ非用やト常な7 
派遣や 外部へ その他lその他2無回答
採用 らの昇 契約社 請負な のアウト
進 員など ど ソース
経営戦略タイプ
0) TOTAL 228 3 16 185 。 19 。 2 
100.0 1.3 7.0 81.1 0.4 0.0 0.4 0.4 8.3 0.0 0.9 
1)差別化企業戦略を取って 65 
。 6 51 。 。 。 。 7 。 l 
いる 100.0 0.0 9.2 78.5 0.0 0.0 0.0 0.0 10.8 。 1.5 
2)経企営業効率を重視する 71 2 5 57 
。 。 i 5 。 。
100.0 2.8 7.0 80.3 1.4 0.0 0.0 1.4 7.0 0.0 。
3)拡大を重視する企業 86 5 72 。 。 。 7 。 。
100.0 1.2 5.8 83.7 。 0.0 1.2 。 8.1 。 0.0 
4) 欠損値(非該当) 6 。 。 5 。 。 。 。 。 。
100.0 0.0 0.0 83.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 16.7 
図表6 重要視している獲得方法 (2) 中間管理職層(マネジャー)もっとも重要な獲得方法
2 3 4 5 6 7 8 9 10 
TOTAL 新卒 Ifl途 内部か 短期の
パ勤1どレーのバ雇トイ非用やト常な7 
派遣や 外部へ その他lその他2無回答
J軍用 らの昇 契約社 請負な のアウト
進 員など ど ソース
経営戦略タイプ
0) TOTAL 228 5 11 201 。 。 。 8 。 ? 
100.0 2.2 4.8 88.2 。 0.0 0.4 。 3.5 。 0.9 
1)差別化企業戦略を取って 65 3 57 。 。 。 。 3 。
いる 100.0 1.5 4.6 87.7 0.0 0.0 0.0 0.0 4.6 0.0 1.5 
2)経企営業効率を重視する 71 2 I 65 。 。 。 。 3 。 。
100.0 2.8 1.4 91.5 。 0.0 0.0 。 4.2 0.0 0.0 
3)拡大を重視する企業 86 2 7 74 。 。 。 2 。 。
100.0 2.3 8.1 86.0 。 0.0 1.2 。 2.3 。 0.0 
4) 欠損1lf((非該当) 6 。 。 5 。 。 。 。 。 。
100.0 。 。 83.3 。 。 0.0 0.0 。 。 16.7 
21 
図表7 重要視している獲得方法 (3) 専門職・技術職層(スペシャリスト)もっとも重要な獲得方法
2 3 4 5 6 7 8 9 10 
TOTAL 新卒 中途 内部か 短期の
パ勤ルどーのバ雇トイ非Ijやトi常なア
派遣や 外部へ その他lその他2無問答
採m らの昇 契約社 請負な のアウト
進 員など ど ソース
経営戦略タイプ
0) TOTAL 228 58 42 106 l 。 5 / 5 1 4 
100.0 25.4 18.4 46.1 0.4 0.0 2.2 3.1 2.2 0.4 1.8 
1)差別化企業戦略を取って 65 19 12 28 I 。 3 I 。 。 I 
いる 100.0 29.2 18.5 43.1 1.5 0.0 4.6 1.5 0.0 。 1.5 
2)経企業営効率を重視する 71 21 1 32 
。 。 。 3 3 。 I 
100.0 29.6 15.5 45.1 0.0 0.0 。 4.2 4.2 。 1.4 
3)拡大を重視する企業 86 16 17 45 。 。 3 2 I 
100.0 18.6 19.8 52.3 。 0.0 1.2 3.5 2.3 1.2 1.2 
4)欠鋲イl毎(非該当) 6 2 2 。 。 。 。 。 。 I 
100.0 33.3 33.3 。 。 0.0 16.7 0.0 0.0 。 16.7 
をとっている企業」で，もっとも重要な獲得方法の中での内部昇進の比率が，それぞれ 78.5%、
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れにおいて. i長期的な内部スキル開発ql心」が 47.7%. 41.5 %と，全体平均の 55.3%. 50.5 %よ
り低いのに対してー「短期的内部育成」では. 37.2 %. 44.2 %と全体平均の 28.5%. 39.0 %よりも
高くなっているc その一方で. I経常効率を重視する企業」と「差別化戦略を取っている企業」で
は， I長期的な内部スキル開発中心」が.エグゼクテイブではそれぞれ60.6%. 61.5 %.マネジャー
ではそれぞれ 54.9%， 55.4 %と.全体平均よりも高くなり，逆に「短期的内部育成」が，エグゼク
テイブで 25.4%. 20.0 % マネジャーで 38.4%. 35.4 %と.いずれも全体平均より低くなっている。
図表9 人材の育成にかかわる施策や方針 (1) 上級管理職層(エクゼクティフ)理想
I 2 3 4 




0) TOTAL 228 126 65 34 3 
100.0 55.3 28.5 14.9 1.3 
1)差別化戦略を取っている企業 65 40 13 12 。
100.0 61.5 20.0 18.5 0.0 
2)経営効率を重視する企業 71 43 18 10 。
100.0 60.6 25.4 14.1 0.0 
3)拡大を重視する企業 86 41 32 12 
100.0 47.7 37.2 14.0 1.2 
4)欠損値(非該当) 6 2 2 。 2 
100.0 33.3 33.3 0.0 33.3 
23 
図表10 人材の育成にかかわる施策や方針 (1) 上級管理職層(エクゼクティブ)理想
2 3 4 




0) TOTAL 228 126 65 34 3 
100.0 55.3 28.5 14.9 1.3 
1)業事業の規模に関した指標を重視する企 92 46 31 15 。
100.0 50.0 33.7 16.3 0.0 
2)重中視間す的る(企財業務的にあいまし、) な指標を 45 26 14 4 1 
100.0 57.8 31.1 8.9 2.2 
3)経営の効率を不す指襟を重視する企業 86 53 19 14 。
100.0 61.6 22.1 16.3 0.0 
4)無回答 5 l 2 
100.0 20.0 20.0 20.0 40.0 
図表11 人材の育成にかかわる施策や方針 ( 2) 中間管理職層(マネジャー)理想
1 2 3 4 




0) TOTAL 228 114 89 21 4 
100.0 50.0 39.0 9.2 1.8 
1)差別化戦略を取っている企業 65 36 23 6 。
100.0 55.4 35.4 9.2 0.0 
2)経営効率を重視する企業 71 39 27 5 。
100.0 54.9 38.0 7.0 0.0 
3)拡大を重視する企業 86 36 38 10 2 
100.0 41.9 44.2 11.6 2.3 
4)欠損値(非該当) 6 3 1 。 2 
100.0 50.0 16目7 0.0 33.3 
同様の逆転現象は，重視する経営指標のタイプ別でも確認され， I事業の規模に関した指標を重
視する企業Jの理想は，エグゼクテイブとマネジャーそれぞれにおいて， I長期的な内部スキル開
発中心」が 50.0%. 43.5 %と，全体平均の 55.3%. 50.0 %より低いのに対して， I短期的内部育成」
が 33.7%， 43.5 %と，全体平均の 28.5%， 39.0 %より高くなっている。それに対して，重視する
経営指標が「経営の効率を示す指標を重視する企業jでは，全く逆に， I長期的な内部スキル開発






図表12 人材の育成にかかわる施策や方針 (2) 中間管理職層(マネジャー)理想
I 2 3 4 




0) TOTAL 228 114 89 21 4 
100.0 50.0 39.0 9.2 1.8 
1)事業業の規模に関した指標を重視する企 92 40 40 11 
100.0 43.5 43.5 12.0 1.1 
2)重中視間す的る(企財業務的にあいまい)な指標を 45 24 17 3 I 
100.0 53.3 37.8 6.7 2.2 
3)経営の効率を不す指標を重視する企業 86 49 30 7 。
100.0 57.0 34.9 8.1 。
4)無回答 5 2 。 2 
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具体的な数字を見てみよう。図表 15，図表 16，図表 17，図表 18は，エグゼクティブとマネ
ジャーに関して，経営戦略タイプ別と，重視する経営指標タイプ別にみた人材育成やキャリア開
発における企業の理想である。まずエグゼクテイブでは， I企業のニーズ優先Jが全体の平均では







図表15 人材育成やキャリア開発にあたっての優先度 (1) 上級管理職層(エクゼクティブ)
I 2 3 4 
TOTAL 本人のニー どちらとも 企業のニー 無回答
ズ優先 いえない ズ優先
経営戦略タイプ
0) TOTAL 228 4 64 158 2 
100.0 1.8 28.1 69.3 0.9 
1)差別化戦略を取っている企業 65 。 14 51 。
100.0 0.0 21.5 78.5 0.0 
2)経営効率を重視する企業 71 。 17 53 
100.0 0.0 23.9 74.6 1.4 
3)拡大を重視する企業 86 4 30 52 。|
100.0 4.7 34.9 60.5 0.0 
4)欠損値(非該当) 6 。 3 2 l 
100.0 0.0 50.0 33.3 16.7 
28 
グローバル化の進展と企業の人事戦略の変貌
図表16 人材育成やキャリア開発にあたっての優先度 (1) 上級管理職層(工クゼクティフ)
2 3 4 
TOTAL 本人のニー どちらとも 企業のニー 無回答 1
ズ優先 し、えない ズ優先
重視する経営指標によるタイプ
。)TOTAL 228 4 64 158 2 
100.0 1.8 28.1 69.3 0.9 
1)業事業の規模に関した指標を重視する企 92 2 25 64 I 
100.0 2.2 27.2 69.6 1.1 
2)重中視間す的る(企財務業的にあいまし込) な指標を 45 1 15 29 
。
100.0 2.2 33.3 64.4 0.0 
3)経営の効率を不す指標を重視する企業 86 23 62 。
100.0 1.2 26.7 72.1 0.0 
4)無回答 5 。 1 3 
100.0 0.0 20.0 60.0 20.0 
図表17 人材育成やキャリア開発にあたっての優先度 (2) 中間管理職層(マネジャー)
l 2 3 4 
TOTAL 本人の二一 どちらとも 企業のニー 無回答
ズ優先 いえない ズ優先
経営戦略タイプ
0) TOTAL 228 9 71 146 2 
100.0 3.9 31.1 64.0 0.9 
1)差別化戦略を取っている企業 65 3 15 47 。
100.0 4.6 23.1 72.3 0.0 
2)経営効率を重視する企業 71 1 23 46 l 
100.0 1.4 32.4 64.8 1.4 
3)拡大を重視する企業 86 5 30 51 。
100.0 5.8 34.9 59.3 0.0 
4) 欠損値(非該当) 6 。 3 2 1 
100.0 0.0 50.0 33.3 16.7 
図表18 人材育成やキャリア開発にあたっての優先度 (2) 中間管理職層(マネジャー)
2 3 4 
TOTAL 本人のニー どちらとも 企業のニー 無回答 | 
ズ優先 し、えない ズ優先
重視する経営指標によるタイプ
0) TOTAL 228 9 71 146 2 
100.0 3.9 31.1 64.0 0.9 
1)業事業の規模に関した指標を重視する企 92 5 32 54 l 
100.0 5.4 34.8 58.7 1.1 
2) 中視間的(財業務的にあいまし、)な指標を 45 13 31 。
重する企 100.0 2.2 28.9 68.9 0.0 
3)経営の効率を不す指標を重視する企業 86 3 24 59 。
100.0 3.5 27.9 68.6 0.0 
4)無回答 5 。 2 2 l 






全体の平均がそれぞれ 12.3%， 11.4 %であるのに対して.このタイプの企業ではそれぞれ 15.1%， 
12.8%と高くなっている。
社内異動に関して本人の意思の尊重度を.経営戦略タイプ別にみたものが，各人材タイプごと
に図表 21，図表 22，図表 23，図表 24にあげられている. I経営効率を重視する企業」において
「本人の意思はあまり考慮せず」とした企業の割合が.エグゼクテイブ。マネジャー，スペシャリ
ストで全体平均が 48.7%， 39.5 %， 19.3 %であるのに対して， 56.3 %， 50.7 %， 23.9 %と顕著に高
図表19 人材育成やキャリア開発にあたっての優先度 (3 ) 専門職・技術職層(スペシャリスト)
I 2 3 4 
TOTAL 本人のニー どちらとも 企業のニー 無i司符
ズ優先 し、えない ズ優先
経営戦略タイプ
0) TOTAL 228 28 82 114 4 
100.0 12.3 36.0 50.0 1.8 
1)差別化戦略を取っている企業 65 6 25 34 。
100.0 9.2 38.5 52.3 。
2)経営効率を重視する企業 71 8 24 36 3 
100.0 11.3 33.8 50.7 4.2 
3)拡大を重視する企業 86 13 30 43 。
100.0 15.1 34.9 50.0 。
4) 欠損値(非該当) 6 3 I 
100.0 16.7 50.0 16.7 16.7 
図表20 人材育成やキャリア開発にあたっての優先度 (4) 生産技能者・事務職層(オペレータ)
2 3 4 
TOTAL 本人のニー どちらとも 企業のニー 無Ijl答
ズ優先 ¥"えない ズ優先
経営戦略タイプ
0) TOTAL 228 26 84 114 4 
100.0 11.4 36.8 50.0 1.8 
1)差別化戦略を取っている企業 65 7 24 34 。
100.0 10.8 36.9 52.3 0.0 
2)経営効率を重視する企業 71 8 26 35 2 
100.0 11.3 36.6 49.3 2.8 
3)拡大を重視する企業 86 11 31 43 l 
100.0 12.8 36.0 50.0 1.2 
4) 欠綴fi':(非該当) 6 。 3 2 l 
100.0 。 50.0 33.3 16.7 
30 
グローバル化の進展と企業の人事戦略の変貌
図表21 f士内異動に際して本人の意思を考慮する程度 (1) 上級管理職層(エクゼクティブ)理想
2 3 4 5 
TOTAL 本人の意思 本人の意思 本人の意思 本人の意思 無回答
を最も考慮 をできるだ を多少は考 はあまり考
け考慮 !を: 慮せず
経営戦略タイプ
0) TOTAL 228 24 91 111 
100.0 0.4 10.5 39.9 48.7 0.4 
1)差別化戦略を取っている企業 65 。 6 28 31 。
100目。 0.0 9.2 43.1 47.7 0.0 
2)経営効率を重視する企業 71 。 5 26 40 。
100.0 0.0 7.0 36.6 56.3 。
3)拡大を重視する企業 86 13 34 38 。
100.0 1.2 15.1 39.5 44.2 。
4) 欠損佑(非該当) 6 。 。 3 2 
100.0 。 0.0 50.0 33.3 16.7 
図表22 社内異動に際して本人の意思を考慮する程度 (2) 中間管理職層(マネジャー)理想
2 3 4 5 
TOTAL 本人の意思 本人の意思 本人の意思 本人の意思 無回答
を最も考慮 をできるだ を多少は考 はあまり考
け考慮 f慈 慮せず
経営戦略タイプ
0) TOTAL 228 2 24 111 90 
100.0 0.9 10.5 48.7 39.5 0.4 
1 )差別化戦略を取っている企業 65 。 5 36 24 。
100.0 0.0 7.7 55.4 36.9 0.0 I 
2)経営効率を重視する企業 71 。 6 29 36 。
100.0 0.0 8.5 40.8 50.7 0.0 
3)拡大を重視する企業 86 つ 13 43 28 。
100.0 2.3 15.1 50.0 32.6 0.0 
4) 欠損値(非該当) 6 。 。 3 2 
100.0 0.0 。 50.0 33.3 16.7 
図表23 社内異動に際して本人の意思を考慮する程度 (3) 専門職・妓術職層(スペシャリスト)理想
2 3 4 5 
TOTAL 本人の意思 本人の意思 本人の意思 本人の意思 無回答
を最も考慮 をできるだ を多少は考 はあまり考
け考慮 t替、 慮せず
経営戦略タイプ
0) TOTAL 228 4 62 116 44 2 
100.0 1.8 27.2 50.9 19.3 0.9 
1 )差別化戦略を取っている企業 65 。 18 35 12 。
100.0 0.0 27.7 53.8 18.5 0.0 
2)経営効率を重視する企業 71 l 14 38 17 
100.0 1.4 19.7 53.5 23.9 1.4 
3)拡大を重視する企業 86 3 28 42 13 。
100.0 3.5 32.6 48.8 15.1 0.0 
4) 欠損自民(非該当) 6 。 2 2 
100.0 。 33.3 16.7 33.3 16.7 
31 
図表24 社内異動に際して本人の意思を考慮する程度 (4) 生産技能者・事務職層(オペレータ)理想
I 2 3 4 5 
TOTAL 本人の意思 本人の意思 本人の意思 本人の意思 無回答
を最も考慮 をできるだ を多少は考 はあまり考
け考慮、 慮 慮せず
経営戦略タイプ
0) TOTAL 228 7 54 109 56 2 
100.0 3.1 23.7 47.8 24.6 0.9 
1)差別化戦略を取っている企業 65 2 18 26 19 。
100.0 3.l 27.7 40.0 29.2 。。
2)経営効率を重視する企業 71 10 41 19 。
100.0 1.4 14.1 57.7 26.8 。。
3)拡大を重視する企業 86 4 25 39 17 
100.0 4.7 29.l 45.3 19.8 1.2 
4)欠損値(非該当) 6 。 I 3 I 1 
100.0 。。 16.7 50.0 16.7 16.7 
くなっているつオベレータでも.平均 24.6%に対して 26.8%と若干高くなっている。逆に「拡大
を重視する企業Jは司エグゼクテイブ，マネジャー，スペシャリスト，オベレータのいずれにお
いても. I本人の意思をできるだけ尊重する」と答えた企業が，全体の平均で， 10.5 %， 10.5 %， 




図表25 余剰の中高年従業員 全体の 42%と半数に満たなかったっ調査対象企業の 58%が「余剰」
と考えている中高年を，実際にどのような方法で数量的雇用調整を
行っているかをみてみよう。/ ・・邑いない{ _42%  
図表 26によると，最も重視する施策としては， I社内での配置転
換J39.1 %， I雇用継続J25.6 %と，両者合わせると 64.7%で，これ
に再訓練の1.5%を足すと， 66.2%の企業では，なんらかの形で余剰
の中高年の雇用を維持しようとしている c それに対して，調整にあたり 2番目に活用する施策を
いる¥ 司lIIIr
58% '-._ Y 
みると，上司 3つのカテゴリーにおいては，再訓練が 7.5%と増加するものの，合計では 51.9%に
下落し代わって「社外への出向・転籍」が23.3%と増加している。最も活用する施策が有効で

























0) TOTAL 228 95 133 
100.0 41.7 58.3 
1)差別化戦略を取っている企業 65 22 43 
100.0 33.8 66.2 
2)経営効率を重視する企業 71 23 48 
100.0 32.4 67.6 I 
3)拡大を重視する企業 86 49 37 
100.0 57.0 43.0 
4)欠損値(非該当) 6 5 
100.0 16.7 83.3 
-33 
図表28 中高年齢従業員の余刻に対応するために活用する施策 もっとも活用する施策
I 2 3 4 5 6 7 




0) TOTAL 133 19 34 2 52 22 2 2 
100.0 14.3 25.6 1.5 39.1 16.5 1.5 1.5 
1)差企業別化戦略を取っている 43 3 13 
。 21 5 。 1 
100.0 7.0 30.2 0.0 48.8 11.6 0.0 2.3 
2)経営効率を重視する企業 48 11 10 l 11 13 2 。
100.0 22.9 20.8 2.1 22.9 27目I 4.2 0.0 
3)拡大を重視する企業 37 5 10 1 18 3 。 。
100.0 13.5 27.0 2.7 48.6 8.1 0.0 。
4) 欠損値(非該当) 5 。 I 。 2 。






0) TOTAL 228 95 133 
100.。 41.7 58.3 
1)事業業の規模に関した指標を重視する企 92 45 47 
100.0 48.9 51.1 
2) 重中視間す的る(財企業務的にあし‘まい) な指標を 45 18 27 
100.0 40.0 60.0 
3)経営の効率を不す指標を重視する企業 86 30 56 
100.0 34.9 65.1 
4)無解答 5 2 3 
100.0 40.0 60.0 
図表30 中高年齢従業員の余刻に対応するために活用する施策 2番目に活用する施策
2 3 4 5 6 7 




0) TOTAL 133 19 13 10 46 31 。 14 
100.0 14.3 9.8 7.5 34.6 23.3 0.0 10.5 
1)差企業別化戦略を取っている 43 6 3 6 13 10 
。 5 
100.0 14.0 7.0 14.0 30.2 23.3 。 11.6 
2)経営効率を重視する企業 48 10 6 I 19 10 。 2 
100.0 20.8 12.5 2.1 39.6 20.8 0.0 4.2 
3)拡大を重視する企業 37 3 4 3 12 10 。 5 
100.0 8.1 10.8 8.1 32.4 27.0 0.0 13.5 







































が人事の考え方や施策に影響を与えると答えた企業は少なく， I高齢化」がもっと多くて 3.1%， 











あったのに対し， Iアルバイト」ゃ「派遣・請負」は， I増えたJと答えた企業が47.8%， 45.2 % 
となっているc
以上の 3年前との従業員数の変化傾向をさらに，経営戦略タイプl.Il，重視する経営指標タイプ
別に見てみようっまず司経営戦略タイプの分類(図表 33，図表 34，図表 35) では，はっきりと
二つの傾向に分かれている。一つは「経営効率を重視する企業」である。「正社員」を 87.9%の企
業で減らしているが.それ以外の「アルバイト・契約社員など」および「派遣・請負労働者」で












図表33 3年前(平成 9年 7月1日時点)と比較した従業員数の変化 正社員(合計)
1 2 3 4 
TOTAL 
噌えた 変わらない i成った 無回答
経営戦略タイプ
0) TOTAL 212 62 8 139 3 
100.0 29.2 3.8 65.6 1.4 
1)差別化戦略を取っている企業 58 25 2 31 。
100.0 43.1 3.4 53.4 。
2)経営効率を重視する企業 66 6 58 
100.0 9.1 1.5 87.9 1.5 
3)拡大を重視する企業 83 29 5 47 2 
100.0 34.9 6.0 56.6 2.4 
4) 欠損値(非該当) 5 2 。 3 。
100.0 40.0 0.0 60.0 0.0 
図表34 3年前(平成 9年 7月1日時点)と比較した従業員数の変化 アルバイト・契約社員(合計)
2 3 4 
TOTAL 
増えた 変わらない 減った 無回答
経営戦略タイプ
0) TOTAL 184 88 24 55 17 
100.0 47.8 13.0 29.9 9.2 
1)差別化戦略を取っている企業 52 25 6 17 4 
100.0 48.1 11.5 32.7 7.7 
2)経営効率を重視する企業 58 21 11 22 4 
100.0 36.2 19.0 37.9 6.9 
3)拡大を重視する企業 71 40 7 15 9 
100.0 56.3 9.9 21.1 12.7 
4)欠損値(非該当) 3 2 。 。
100.0 66.7 0.0 33.3 。
図表35 3年前(平成 9年 7月 1日時点)と比較した従業員数の変化派遣・請負労働者数(合計)
2 3 4 
TOTAL 
増えた 変わらない 減った 無回答 | 
経営戦略タイプ
0) TOTAL 155 70 47 25 13 
100.0 45.2 30.3 16.1 8.4 
1)差別化戦略を取っている企業 42 23 9 6 4 
100.0 54.8 21.4 14.3 9.5 
2)経営効率を重視する企業 50 15 21 10 4 
100.0 30.0 42.0 20.0 8.0 
3)拡大を重視する企業 61 30 17 9 5 
100.0 49.2 27.9 14.8 8.2 
4) 欠損値(非該当) 2 2 。 。 。
100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 
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社員はそれぞれ.43.1 %. 34.9 %が増加していると答えていると同時に，アルバイト・契約社員が
増加したとそれぞれ. 43.1 %. 34.9 %が答えーまた派遣・請負社員も. 54.8 %. 49.2 %で増加して
いる すなわちすべての雇用形態で増加していると答えている。






図表36 3年前(平成 9年 7月1日時点)と比較した従業員数の変化 正社員(合計)
1 2 3 4 
TOTAL 
増えた 変わらない i成った 無回答
重視する経営指標によるタイプ
。)TOTAL 212 62 8 139 3 
100.0 29.2 3.8 65.6 1.4 
1)事業業の規模に関した指標を重視する企 86 31 5 48 2 
100.0 36.0 5.8 55.8 2.3 
2)重中視間す的る(財企業務的にあいまい) な指標を 43 11 
。 32 。
100.0 25.6 0.0 74.4 。
3)経営の効率を不す指標を重視する企業 80 20 3 56 I 
100.0 25.0 3.8 70.0 1.3 
4)無回答 3 。 。 3 。
100.0 0.0 。 100.0 。
図表37 3年前(平成 9年 7月1日時点)と比較した従業員数の変化 アルバイト・契約社員(合計)
2 3 4 
TOTAL 
増えた 変わらない 滅った 無回答
重視する経営指標によるタイプ
0) TOTAL 184 88 24 55 17 
100.0 47.8 13.0 29.9 9.2 
1)業事業の規模に関した指標を重視する企 75 38 13 17 7 
100.0 50.7 17.3 22.7 9.3 
2)重中視間す的る(企財業務的にあいましづ な指標を 38 23 1 3 
100.0 60.5 2.6 28.9 7.9 
3)経営の効率を不す指標を重視する企業 69 27 10 25 7 
100.0 39.1 14.5 36.2 10.1 
4)無回答 2 。 。 。 。
100.0 0.0 。 100.0 。
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グローバル化の進展と企業の人事戦略の変貌
図表38 3年前(平成9年7月 1日時点)と比較した従業員数の変化 派遣・請負労働者数(合計)
1 2 3 4 
TOTAL 
I脅えた 変わらない i成った 無回答
重視する経営指標によるタイプ
0) TOTAL 155 70 47 25 13 
100.0 45.2 30.3 16.1 8.4 
1)事業業の規模に関した指標を重視する企 62 32 19 8 3 
100.0 51.6 30.6 12.9 4.8 
2)重中視間す的る(財企業務的にあし、ましう な指標を 34 I 13 7 3 
100.0 32.4 38.2 20.6 8.8 
3)経営の効率を不す指標を重視する企業 58 27 15 9 7 
100.0 46.6 25.9 15.5 12.1 
4)無回答 。 。 。
100.0 。 0.0 100.0 0.0 
7)経営戦略と人材戦略
経営戦略と人材戦略の結びつき
この論文における大きな f]的は，経営戦略と人事戦略の結びつきを探ることにあった。
経営戦略との密接な関係が意識されているといえるのは，調査対象企業で、はエクゼクティブと
マネジャーの二つの管理職層のみのようである。総合的な戦略として.スペシャリストやオベ
レータなどの非管理職層までを含めた人材を視野に入れるまでに多くの日本企業が至っていない
という現状を残念ながら指摘せざるを得ないc
管理職層と経営戦略との結びつきは，別の側面からも確認された それは，これら 2つの管理
職層を獲得するためにとっている方法において，圧倒的に内部昇進の比率が高いという事実であ
るごただしかならずしもそれは長期的な内部養成を意味するものではなく，企業側の理想とし
ては短期的に内部育成したいというニーズが高いことからも‘これら管理職層において短期的な
経営環境の変化に対応できる即戦力への需要が高まっていることを示唆するものと考えられる c
すなわち，内部養成という基本は変えずに‘より短期的な育成によって管理職層を確保しようと
いう方向へ企業の需要がシフトしていると言えよう。
このことは，経営戦略タイプや重視する経営指標タイプごとに調査対象企業を見てみると，よ
りはっきりとした傾向が見られたすなわち， i拡大」や「事業の規模」をキーワードとする企業
では， i短期的」な内部養成が主であり， i経営効率jや「経営の効率を示す指標」をキーワード
とする企業では，依然として「長期的」な内部養成を主としているという大まかな傾向が読みと
れることから.少なくとも管理職層に関しては，企業の経営戦略の特徴と，それぞれの人材戦略
の特徴とを関連づけることが出来そうであるハ
さらに，経営戦略を担うものには.そのキャリア開発や社内異動に関しての強制が伴うことを
39 
示す結果も出ている一方で，オペレータやスペシャリストに関しては，相対的に本人の意思を尊
重する企業が多いという結果は.組織の末端まで経営戦略との連携を徹底することの難しさや，
企業が直面する外部労働市場の需給バランスのちがいを示唆していると言えよう。
このような. I経営効率」と「拡大」という大まかな 2分法は，雇用調整の方法に関しでも明ら
かに異なった傾向を示している。すなわち， I経営効率」に注意を集中する企業においては，余剰
の中高年が比較的多く存在し.その雇用調整手段には雇用関係の中断，終了というものが含まれ
るようになり. しかも，興味深いのは，正社員の減少はもちろんであるが，派遣・請負労働者で
さえ必ずしも増えてはいないということである、一方で「拡大」をキーワードとする企業では，
中高年の雇用継続や、 1:社員の扉!日維持はもちろんであるが，それに加えて派遣・請負社員もミッ
クスした形の.いわば人材ポートフォリオを分散化している傾向が見られると言えよう。
今回の限られた標本数の調査結果から読みとれるのはnずと限界があるが，今回の調査におけ
る大きな目的であった，経営ij攻略と人事制度との関連性の分析においては.それが必ずしも「人
材戦略」と呼べるまで高度化しているかどうかは別として，企業の経営戦略の特徴ごとに異なっ
た人事制度が存在していることを示唆するのには十分であった。
今後はさらに経営戦略と人材戦略の関連性という視点、から，日本企業がはたして十分な「人材
戦略」レベルにまで高度化して，経常戦略との密接な関係性を持つに至るかを.理論的実証的に
引き続き検討を行いたい。
参考文献
小野旭『変化する日本的雇用慣行.1u本労働研究機構. 1997年
楠旧E編『経営戦略における賃金制度を中心とした処遇』例雇JiJ情報センター.2001年3月
r~1馬宏之・樋口美雄「経済環境の変化と長期雇用システム」猪木武徳・樋口美雄編『日本の雇用
システムと労働市場.1 1本経済新聞社. 1995年
40 
